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磐田都市計画 地区計画の決定 
鎌田第一地区計画 

（磐田市決定）
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第     号議案附図

拡  大  図 

Ｎｏ．  

S=1:6,000 

磐田都市計画 地区計画の決定 
鎌田第一地区計画 

（磐田市決定）

近隣商業地域 Ａ地区 A=約 3.0ha 近隣商業地域 Ｂ地区 A=約 0.9ha 

第一種低層住居専用地域 Ｂ地区 
A=約 2.6ha 

第一種住居地域 Ｂ地区 A=約 0.2ha 

準工業地域 Ｃ地区 A=約 4.2ha 近隣商業地域 Ｂ地区 A=約 1.1ha 

第一種低層住居専用地域 Ａ地区 
A=約 3.0ha 

第一種低層住居専用地域 Ｂ地区 
A=約 2.8ha 

第一種住居地域 Ａ地区 A=約 2.7ha 準工業地域 Ａ地区 A=約 2.8ha 

準工業地域 Ｂ地区 A=約 1.8ha 
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○磐田都市計画鎌田第一地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例 

平成25年３月22日条例第５号 

（目的） 

第１条 この条例は、建築基準法（昭和25年法律第201号。以下「法」という。）第68条の２第１項

の規定に基づき、建築物に関する制限を定めることにより、適正な都市機能と健全な都市環境を

確保することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法及び建築基準法施行令（昭和25年政令第338号。以下「令」

という。）の例による。 

（適用区域） 

第３条 この条例は、都市計画法（昭和43年法律第100号）第12条の４に基づき定める地区計画であ

る磐田都市計画鎌田第一地区計画（平成24年磐田市告示第221号。以下「鎌田第一地区計画」とい

う。）の区域内に適用する。 

（建築物の用途の制限） 

第４条 鎌田第一地区計画により定める計画図（以下「地区計画図」という。）に表示する第一種

低層住居専用地域Ａ地区内においては、別表第１項に掲げる建築物は、建築してはならない。 

２ 地区計画図に表示する第一種低層住居専用地域Ｂ地区内においては、別表第２項に掲げる建築

物は、建築してはならない。 

３ 地区計画図に表示する第一種住居地域Ａ地区（以下「一住Ａ地区」という。）内においては、

別表第３項に掲げる建築物は、建築してはならない。 

４ 地区計画図に表示する第一種住居地域Ｂ地区（以下「一住Ｂ地区」という。）内においては、

別表第４項に掲げる建築物は、建築してはならない。 

５ 地区計画図に表示する近隣商業地域Ａ地区（以下「近商Ａ地区」という。）内においては、別

表第５項に掲げる建築物は、建築してはならない。 

６ 地区計画図に表示する近隣商業地域Ｂ地区（以下「近商Ｂ地区」という。）内においては、別

表第６項に掲げる建築物は、建築してはならない。 

７ 地区計画図に表示する準工業地域Ａ地区（以下「準工Ａ地区」という。）内においては、別表

第７項に掲げる建築物は、建築してはならない。 

８ 地区計画図に表示する準工業地域Ｂ地区（以下「準工Ｂ地区」という。）内においては、別表

第８項に掲げる建築物は、建築してはならない。 
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９ 地区計画図に表示する準工業地域Ｃ地区（以下「準工Ｃ地区」という。）内においては、別表

第９項に掲げる建築物は、建築してはならない。 

（建築物の敷地面積の最低限度） 

第５条 一住Ａ地区及び近商Ｂ地区においては、建築物の敷地面積は、165平方メートル以上とし、

一住Ｂ地区、準工Ａ地区、準工Ｂ地区及び準工Ｃ地区においては、200平方メートル以上とする。 

２ 前項の規定は、同項の規定の施行又は適用の際現に建築物の敷地として使用されている土地で

同項の規定に適合しないもの又は現に存する所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地として

使用するならば同項の規定に適合しないこととなる土地について、その全部を一の敷地として使

用する場合においては、適用しない。 

３ 法第86条の９第１項各号に掲げる事業の施行による建築物の敷地面積の減少により、当該事業

の施行の際現に建築物の敷地として使用されている土地で第１項の規定に適合しなくなるもの及

び当該事業の施行の際現に存する所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地として使用するな

らば同項の規定に適合しないこととなる土地について、その全部を一の敷地として使用する場合

は、同項の規定は、適用しない。ただし、次の各号のいずれかに該当する土地については、この

限りでない。 

(１) 法第86条の９第１項各号に掲げる事業の施行により面積が減少した際、当該面積の減少が

なくとも第１項の規定に違反していた建築物の敷地及び所有権その他の権利に基づいて建築物

の敷地として使用するならば同項の規定に違反することとなった土地 

(２) 第１項の規定に適合するに至った建築物の敷地及び所有権その他の権利に基づいて建築物

の敷地として使用するならば同項の規定に適合することとなるに至った土地 

（壁面の位置の制限） 

第６条 建築物（別棟の自動車車庫等で床面積の合計が30平方メートル以下で、かつ、高さが３メ

ートル以下のもの及び別棟の物置で床面積の合計が20平方メートル以下で、かつ、高さが３メー

トル以下のものを除く。）の外壁又はこれに代わる柱の面は、次の各号に定める数値以上離さな

ければならない。 

(１) 道路境界線から１メートル 

(２) 敷地境界線から１メートル 

（建築物等の高さの最高限度） 

第７条 一住Ａ地区及び一住Ｂ地区においては、建築物の高さは12メートル以下とする。この場合

において、階段室、昇降機塔、装飾塔、物見塔、屋窓その他これらに類する建築物の屋上部分の
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水平投影面積の合計が当該建築物の建築面積の８分の１以内の場合においては、その部分の高さ

は５メートルまでは当該建築物の高さに算入しない。 

２ 近商Ａ地区、近商Ｂ地区及び準工Ａ地区においては、建築物の高さは20メートル以下とする。 

３ 準工Ｂ地区においては、建築物の高さは15メートル以下とする。 

（建築物の敷地が計画地区の２以上にわたる場合等の措置） 

第８条 建築物の敷地が地区計画図のそれぞれの地区（以下「計画地区」という。）の２以上にわ

たる場合においては、その建築物又はその敷地の全部について、当該敷地の過半の属する計画地

区に係る第４条及び第５条の規定を適用する。 

２ 建築物の敷地が第３条に規定する区域の内外にわたる場合において、その敷地の過半が当該計

画地区に属するときは、その建築物又はその敷地の全部について、当該計画地区に係る第４条及

び第５条の規定を適用し、その敷地の過半が当該区域の外に属するときは、その建築物又はその

敷地の全部については、これらの規定を適用しない。 

（公益上必要な建築物等の特例） 

第９条 この条例の規定の適用に関して、次の各号に掲げる建築物及びその敷地は、許可の範囲内

において当該規定は、適用しない。 

(１) 市長が公益上必要な建築物で用途上又は構造上やむを得ないと認めて許可したもの及びそ

の敷地 

(２) 市長が適正な都市機能と健全な都市環境の確保に支障がなく、構造上やむを得ないと認め

て許可した建築物及びその敷地 

（地区計画審議会） 

第10条 市長は、前条による許可をする場合においては、磐田市地区計画審議会条例（平成17年磐

田市条例第18号）第２条の規定に基づき、あらかじめ磐田市地区計画審議会の同意を得なければ

ならない。 

（委任） 

第11条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

（罰則） 

第12条 次の各号のいずれかに該当する者は、20万円以下の罰金に処する。 

(１) 第４条又は第５条の規定に違反した場合における当該建築物の建築主 

(２) 第６条から第８条までの規定に違反した場合における当該建築物の設計者（設計図書を用

いないで工事を施工し、又は設計図書に従わないで工事を施工した場合においては、当該建築
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物の工事施工者） 

(３) 法第87条第２項において準用する第４条の規定に違反した場合における当該建築物の所有

者、管理者又は占有者 

(４) 建築物を建築した後に当該建築物の敷地面積を減少させたことにより、第５条の規定に違

反することとなった場合における当該建築物の敷地の所有者、管理者又は占有者 

２ 前項第２号に規定する違反があった場合において、その違反が建築主の故意によるものである

ときは、当該設計者又は工事施工者を罰するほか、当該建築主に対して同項の罰金刑を科する。 

３ 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者がその法人又は人の業務に

関して、前２項の違反行為をした場合においては、その行為者を罰するほか、その法人又は人に

対して第１項の罰金刑を科する。 

附 則 

この条例は、平成25年４月１日から施行する。 

別表（第４条関係） 

  

１ 第一種低層住居専用地域

Ａ地区内に建築してはな

らない建築物 

(１) 法別表第２（い）項第３号から第９号までに掲げる建築

物（地区集会所及び地区防災施設は除く。） 

(２) 建築物に附属する畜舎で床面積の合計が10平方メート

ル以上のもの 

２ 第一種低層住居専用地域

Ｂ地区内に建築してはな

らない建築物 

(１) 法別表第２（い）項第７号に掲げる建築物 

(２) 寄宿舎又は下宿 

(３) １戸当たりの居住の用に供する部分の床面積が30平方

メートル未満の共同住宅及び長屋 

３ 第一種住居地域Ａ地区内

に建築してはならない建

築物 

(１) 法別表第２（に）項第３号から第５号までに掲げる建築

物 

(２) 寄宿舎又は下宿 

(３) １戸当たりの居住の用に供する部分の床面積が30平方

メートル未満の共同住宅及び長屋 

(４) 畜舎（建築物に附属する畜舎で床面積の合計が15平方メ

ートル以下のものは除く。） 
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４ 第一種住居地域Ｂ地区内

に建築してはならない建

築物 

(１) 法別表第２（に）項第３号から第５号までに掲げる建築

物 

(２) 寄宿舎又は下宿 

(３) １戸当たりの居住の用に供する部分の床面積が30平方

メートル未満の共同住宅及び長屋 

(４) 畜舎（建築物に附属する畜舎で床面積の合計が15平方メ

ートル以下のものは除く。） 

(５) 工場（令第130条の５の２第３号及び第４号に規定する

ものを除く。） 

(６) 自動車修理工場 

(７) 令第130条の９に規定する危険物の貯蔵又は処理に供す

るもの 

５ 近隣商業地域Ａ地区内に

建築してはならない建築

物 

(１) 法別表第２（に）項第５号に掲げる建築物 

(２) 法別表第２（へ）項第５号に掲げる建築物 

(３) 法別表第２（わ）項に掲げる建築物 

(４) 畜舎（建築物に附属する畜舎で床面積の合計が15平方メ

ートル以下のものは除く。） 

(５) 自動車修理工場 

(６) 令第130条の９に規定する危険物の貯蔵又は処理に供す

るもの 

６ 近隣商業地域Ｂ地区内に

建築してはならない建築

物 

(１) 法別表第２（に）項第５号に掲げる建築物 

(２) 法別表第２（ほ）項第２号及び第３号に掲げる建築物 

(３) 法別表第２（へ）項第３号及び第５号に掲げる建築物 

(４) 店舗、飲食店、展示場の用途に供する部分の床面積の合

計が10,000平方メートルを超えるもの 

(５) 畜舎（建築物に附属する畜舎で床面積の合計が15平方メ

ートル以下のものは除く。） 

(６) 自動車修理工場 

(７) 令第130条の９に規定する危険物の貯蔵又は処理に供す
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るもの 

７ 準工業地域Ａ地区内に建

築してはならない建築物 

(１) 法別表第２（は）項第２号に掲げる建築物 

(２) 法別表第２（に）項第３号から第５号まで及び第８号に

掲げる建築物 

(３) 法別表第２（ほ）項第２号及び第３号に掲げる建築物 

(４) 法別表第２（へ）項第３号から第５号までに掲げる建築

物 

(５) 法別表第２（ち）項第２号に掲げる建築物 

(６) 建築物に附属する自動車車庫で、３階以上のもの 

(７) 畜舎（建築物に附属する畜舎で床面積の合計が15平方メ

ートル以下のものは除く。） 

(８) 工場（令第130条の５の２第３号及び第４号に規定する

ものを除く。） 

(９) 令第130条の９に規定する危険物の貯蔵又は処理に供す

るもの 

８ 準工業地域Ｂ地区内に建

築してはならない建築物 

(１) 法別表第２（は）項第２号に掲げる建築物 

(２) 法別表第２（に）項第５号に掲げる建築物 

(３) 法別表第２（ほ）項第２号から第４号までに掲げる建築

物 

(４) 法別表第２（へ）項第３号から第５号までに掲げる建築

物 

(５) 法別表第２（と）項第３号及び第４号に掲げる建築物 

(６) 法別表第２（ち）項第２号に掲げる建築物 

(７) 法別表第２（り）項第３号に掲げる建築物 

(８) 建築物に附属する自動車車庫で、３階以上のもの 

(９) 畜舎（建築物に附属する畜舎で床面積の合計が15平方メ

ートル以下のものは除く。） 

９ 準工業地域Ｃ地区内に建

築してはならない建築物 

(１) 法別表第２（に）項第５号に掲げる建築物 

(２) 法別表第２（へ）項第５号に掲げる建築物 
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(３) 法別表第２（ち）項第２号に掲げる建築物 

(４) 法別表第２（り）項第３号及び第４号に掲げる建築物 

(５) 法別表第２（わ）項に掲げる建築物 

(６) 畜舎（建築物に附属する畜舎で床面積の合計が15平方メ

ートル以下のものは除く。） 
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○磐田都市計画鎌田第一地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例施行規則 

平成25年３月22日規則第17号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、磐田都市計画鎌田第一地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例

（平成25年磐田市条例第５号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものと

する。 

（建築物の建築の許可） 

第２条 条例第９条の規定により建築物の建築の許可を受けようとする者は、あらかじめ鎌田第一

地区計画建築許可申請書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添えて、市長に申請しなければな

らない。 

(１) 案内図、付近見取図、配置図、立面図及び平面図 

(２) 公図の写し 

(３) その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の申請を許可することが適当と認めたときは、鎌田第一地区計画建築許可通知書

（様式第２号）を、当該申請人に通知するものとする。 

（その他） 

第３条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、平成25年４月１日から施行する。 

様式第１号（第２条関係） 

様式第２号（第２条関係） 
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様式第1号(第2条関係) 
鎌田第一地区計画建築許可申請書 

 
 磐田都市計画鎌田第一地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例第9条による許
可を受けたいので申請します。 

年  月  日   
 磐田市長 

申請者 

住所 法人にあっては、その
主たる事務所の所在地   

氏名 
法人にあっては、その
名称及び代表者の氏名 印  

1 建築主住所氏名 電話(   )   番      

2 
代 理 者 資 格
住 所 ・ 氏 名 、
建築士事務所名 

 ( )級建築士   登録第     号 
 ( )級建築士事務所登録第( ) 第     号 
電話(   )        番              印 

3 
設 計 者 資 格
住 所 ・ 氏 名 、
建築士事務所名 

 ( )級建築士   登録第     号 
 ( )級建築士事務所登録第( )第     号 
電話(   )        番              印 

4 
工 事 施 工 者
住 所 ・ 氏 名 

建設業者登録( )第     号 
電話  (   )      番 

5 敷 地 の 位 置 

地 名 地 番   

地区の細区分 

一低層A地区 
一低層B地区 
一住A地区 
一住B地区 
近商A地区 
近商B地区 
準工A地区 
準工B地区 
準工C地区 

用 途地域他 

第 一 種 低層住居専
用地域・第一種住居
地 域 ・近 隣 商業 地
域・準工業地域 

6 主 要 用 途 
  

7 工 事 種 別 
新築・増築・改築・移転
用途変更・その他 

8 敷 地 面 積 等 申 請 部 分 申請以外の部分 合 計 敷 地 面 積
と の 比 較   敷 地 面 積 m2 m2 m2 

建 築 面 積 m2 m2 m2 ％ 
延 べ 面 積 m2 m2 m2 ％ 

9 建築物等の構造   10 建築物等の高さ m 
11 道路からの距離 m 12 隣地からの距離 m 
13 工事着工予定日 年  月  日 14 工事完了年月日 年  月  日 

15 
許 可 を 必 要 と
す る 理 由 

  

※ 登 録 欄 年  月  日   第       号 
 

(注意) ※印欄は、記入しないでください。 
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様式第2号(第2条関係) 
鎌田第一地区計画建築許可通知書 

 
 磐田都市計画鎌田第一地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例第9条による許
可をするので通知します。 

第     号   
年  月  日   

        様 

磐田市長          印  

1 建築主住所氏名 電話(   )   番      

2 
代 理 者 資 格
住 所 ・ 氏 名 、
建築士事務所名 

 ( )級建築士   登録第     号 
 ( )級建築士事務所登録第( ) 第     号 
電話(   )        番 

3 
設 計 者 資 格
住 所 ・ 氏 名 、
建築士事務所名 

 ( )級建築士   登録第     号 
 ( )級建築士事務所登録第( )第     号 
電話(   )        番 

4 
工 事 施 工 者
住 所 ・ 氏 名 

建設業者登録( )第     号 
電話  (   )      番 

5 敷 地 の 位 置 

地 名 地 番   

地区の細区分 

一低層A地区 
一低層B地区 
一住A地区 
一住B地区 
近商A地区 
近商B地区 
準工A地区 
準工B地区 
準工C地区 

用 途地域他 

第 一 種 低層住居専
用地域・第一種住居
地 域 ・近 隣 商業 地
域・準工業地域 

6 主 要 用 途 
  

7 工 事 種 別 
新築・増築・改築・移転
用途変更・その他 

8 敷 地 面 積 等 申 請 部 分 申請以外の部分 合 計 敷 地 面 積
と の 比 較   敷 地 面 積 m2 m2 m2 

建 築 面 積 m2 m2 m2 ％ 

延 べ 面 積 m2 m2 m2 ％ 

9 建築物等の構造   10 建築物等の高さ m 

11 道路からの距離 m 12 隣地からの距離 m 

13 工事着工予定日 年  月  日 14 工事完了年月日 年  月  日 

15 
許 可 を 必 要 と
す る 理 由 
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包
括
許
可
基
準
２
の
概
要

（
１
）
既
存
不
適
格
建
築
物
の
増
改
築
な
ど

0.
5ｍ

0.
5ｍ

0.
5ｍ

①
②

道
路

道
路

①
仮
換
地
後
に
道
路
か
ら
壁
面
ま
で
の
距
離
が
1ｍ
未
満
に
な
る
建
築
物
で
、
地
区
計
画
の
要
件
を
満
た
し
て

　
行
う
２
階
部
分
の
改
築

②
仮
換
地
前
に
隣
地
か
ら
壁
面
ま
で
の
距
離
が
1ｍ
未
満
に
な
る
建
築
物
で
、
地
区
計
画
の
要
件
を
満
た
し
て

　
行
う
増
築

（
２
）
既
存
不
適
格
建
築
物
と
同
じ
敷
地
内
で
の
新
築
な
ど

0.
5ｍ

0.
5ｍ

離
れ

母
屋
　

　
　
母
屋

0.
5ｍ

①
②

道
路

道
路

①
仮
換
地
後
に
道
路
か
ら
母
屋
壁
面
ま
で
の
距
離
が
1ｍ
未
満
に
な
る
建
築
物
で
、
地
区
計
画
の
要
件
を

　
満
た
し
て
行
う
離
れ
の
増
築

②
仮
換
地
前
に
隣
地
か
ら
母
屋
壁
面
ま
で
の
距
離
が
1ｍ
未
満
に
な
る
建
築
物
で
、
地
区
計
画
の
要
件
を

　
満
た
し
て
行
う
離
れ
の
新
築

　
※
境
界
線
か
ら
建
築
物
ま
で
の
距
離
が
１
ｍ
以
上

既
存
建
築
物

　
　
の
部
分
は
非
表
示

既
存
不
適
格
建
築
物

既
存
適
格
建
築
物

新
築
、
増
改
築
部
分

仮
換
地
指
定
に
よ
る
境
界
線

仮
換
地
と
は

区
画
整
理
完
了
前
に
仮
に
割
り
当
て
ら
れ
た
土
地
の
こ
と

既
存
不
適
格
建
築
物
と
は

磐
田
都
市
計
画
鎌
田
第
一
地
区
計
画
の
区
域
内
に
お
け
る
建
築
物
の
制
限
に
関
す
る
条
例
施
行
時

（
平
成
２
５
年
４
月
１
日
）
に
地
区
計
画
の
要
件
を
満
た
し
て
い
な
い
建
築
物
の
こ
と

仮
換
地
前

仮
換
地
後

仮
換
地
前

仮
換
地
後

凡
　
　
例
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